
「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」の概要と本県の状況

決算において、これらの指標の一つでも基準を超えると財政健全化団体や財政再生団体に転落することになりますが、本
県においては、「財政健全化取組方針」に基づく取組等により、いずれの指標においても健全段階でした。
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●自主的な改善努力による
早期健全化

・財政健全化計画の策定（議
会の議決）、外部監査の要
求の義務付け

・実施状況を毎年度議会に
報告し公表

・早期健全化が著しく困難と
認められるときは、総務大臣
が必要な勧告

財政健全化団体

●国の管理下での財政再生

・財政再生計画の策定（議会
の議決）、外部監査の要求
の義務付け

・財政再生計画は、総務大
臣に協議し、同意を求めるこ
とができる

・財政運営が計画に適合し
ないと認められる場合等に
おいては、予算の変更等を
勧告

財政再生団体
本県換算

約１６６億円の赤字

本県換算

約２２１億円の赤字

【同意なし】災害復旧事業等を除き、地方債の
起債を制限

【同意あり】収支不足額を振り替えるため、償還
年限が計画期間内である地方債の起債が可

㉘決算： － ％

㉘決算： － ％

㉘決算： 11.1％

㉘決算： 100.5％


